
【機密性２】平成30年1月17日
決定

地域のタクシー事業者は、地域住民の生活交通を維持するため、乗合タクシーの運行に積極的に取り組んでいる。また、各タクシー協会では、協会役員等が自治体を訪
問して乗合タクシー導入についての提案等を行う「自治体訪問活動」に積極的に取り組んでいる。その取組みを更に強化するため、平成30年度から地方運輸局から支援
を得て自治体訪問活動等を行い、それを通じて把握した地域が抱える課題を集約・整理するとともに地域交通サポート計画を策定し、課題の解決に向けたタクシー事業者
として貢献できる取り組みを計画的に進めていく。

これまでの取組

乗合タクシーの導入等に向けた地域交通サポート計画の策定

• H28乗合タクシー4,174コース、11,943両

＜H20からコース数1.8倍、車両数1.5倍＞

•乗合タクシー事例集の作成

＜H28.2第1版、H28.10第2版、H29.10第3版＞

•各県協会役員・支部長等が約1,700自治体を
訪問し、乗合タクシーの提案を実施

＜各版毎に計3巡実施＞

•自治体との連絡体制を構築

H30年度の取組

 各県協会役員・支部長等が地方運輸局・
支局と連携して約1,700自治体を訪問

 各地域における地域交通の課題・地域住
民のニーズを具体的に把握

 地域交通の課題解決に向け、 ICTの積
極的な活用などを通じてタクシー事業者
が貢献できる取組をとりまとめ

 地域交通サポート計画を策定し、自治
体に提案

 地方運輸局支援・協力を得ての自治体
訪問活動の継続実施

 地方運輸局のサポートを受け、PDCAサ
イクルに沿って計画の着実な取組を実施

地方運輸局

 集約・整理した内容と併せ
て国土交通省における地
域交通に関する検討内容
を各協会にフィードバック

 各協会の行う計画の着実
な実施への支援

H31年度以降の取組

タクシー協会 乗合タクシーの事例集第４版作成
（9月）

 各協会が行う地域交通サポート計
画に関する国交省の支援依頼
（９月）

全 タ ク 連 タクシー協会

一般社団法人
全国ハイヤー・タクシー連合会

 各協会が取りまとめた課題・取組み
を集約・整理

 集約・整理した内容を国土交通省
本省・地方運輸局に情報共有すると
ともにサポートに向けた連携を図る

全 タ ク 連

 地域の具体的な課題・ニーズを整理

タクシー協会

タクシー協会全 タ ク 連

支援・協力

資料４
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一般社団法人 全国ハイヤー・タクシー連合会

自治体訪問活動など地域の関係者との意見交換で把握した

主なニーズと課題について

１．自治体訪問活動等の進捗状況（平成３１年１月１１日現在において報告を受けたもの。）

訪問自治体数

訪問自治体数合計 ６９１市町村

うち、地域公共交通会議等 ４１８協議会

２．主な課題・ニーズ等

① 地域の抱えるニーズ・課題の例

・開発から年数が経過した郊外部のニュータウンではマイカーが主体であるものの、高齢

化の進展が著しく、自動車を運転しない移動制約者の移動の足も必要であり、そうした

一部の需要に対応した乗合タクシーが期待される。

・道路が狭い、坂がきついなどの地形上の制約から路線バスの運行が難しい地域があり、

商店街での買い物の移動手段の確保についてタクシーが利用されているが、割安に利用

できないか。

・観光産業に力を入れているが、路線バスの便数も少なく、２次交通が不便であるという

ことから市を訪れる観光客のほとんどがレンタカーやマイカーを利用した観光であり、

市内の交通渋滞等の原因ともなっている。

・商店では複数の IC カードに対応できる端末が増えてきた。是非タクシーでも、様々な
決済方法が利用できるよう対応してもらいたい。

・夜間に病院への送迎を頼めるタクシー事業者が居ない。隣接市町村の 24 時間営業のタ
クシーの営業所の方が近いのだが、営業区域が異なるため頼めない。事実上の交通空白

地だがどうにかならないか。

・市内唯一のタクシー事業者が営業所を畳んだ。隣接市町村の事業者が配車はしてくれる

が、時間がかかる。市内の繁華街への影響も大きい。経済的にも打撃であり、将来の衰

退に繋がらないか不安。

・狭路・急坂の多い地域やガソリンスタンドのない離島などの地域振興や生活交通の手段

として、安全が確保できる条件で、グリーンスローモビリティがタクシーに使えないか。

・電話でタクシーを呼んでも中々配車してもらえない。車両数に比してドライバーが少な

いようだが、効率的に配車して少ないドライバーでも多くの旅客を運べないか。

② タクシーが貢献するにあたっての課題

・乗合タクシーの実施に向けて、乗合事業の許可申請に係る法令試験の受験が必要であり、

高齢な経営者にとって過多な負担がかけられている。また、「一般乗用」の資格しか保

有しない運行管理者が多く、乗合の運行管理資格も兼ねる「旅客」の運行管理者の資格

を取得する必要がある。

・零細事業者にとっては、少額といえども一般乗合旅客運送事業の登録免許税が負担と感

じる。

・営業区域外から配車の要望があるが、現行制度上、営業区域外からの配車には応じる

ことが認められない。

・地方部では、タクシードライバーの高齢化や後継者不在等でタクシー事業の継続そのも

のが困難となっており、地域毎の事細かなニーズに応える余力がなく、若手や女性がド
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ライバーとして就業しやすい環境が必要であり、パートタイムや固定給など工夫も講じ

ているところであるが、第二種免許の取得要件緩和など制度的なサポートも必要。

・自治体により乗合タクシーに対する認識に温度差がある。また、未だにタクシーを地域

公共交通として認識していない自治体担当者も散見される。

・地域公共交通会議自体が未設置の自治体がある。また、設置はされているがタクシー事

業者が会議メンバーに選出されていない場合もある。

・地元タクシー事業者に事前に相談・協議もないまま、地域公共交通会議等が開催され自

家用有償運送ありきで議論が進んでしまうことがある。

・中山間地などの過疎地域においては、適切な交通サービスを維持するコストと、利用者

個人の負担の限界が見合わない場合が大層を占める。地域交通を支えるためには自治体

による適切な財政支援が不可欠であるが、財政難を理由に補助金の削減・打ち切り等が

各地で行われている。

・自治体からの補助は、収支差額補填（赤字補填）であることがほとんどであるが、赤字

補填では、事業者等の努力により利用者が増え、収入が増えると補助金額が減らされて

しまうなど、事業者の努力にインセンティブが働かない。

３．ＩＣＴを活用した先進的取組事例

（１）配車アプリの普及促進

効率的な配車により生産性を向上させるほか、相乗タクシーなど新たなサービスの導

入にも不可欠なインフラとなっている。

（参考）

・現在の普及状況（平成３０年９月現在、全タク連調べ）

JapanTaxi、みんなのタクシー、MOV、Uber、DiDi 等 １０４アプリ

・スマホアプリによる配車可能車両数；（平成３０年４月現在、全タク連調べ）

アプリ導入事業者 約１，０００事業者、導入車両 約６万４千台

（２）小規模事業者向けクラウド型タクシー配車システム・コールセンターサービス

徳島県に所在する小規模タクシー会社の２０代若手社長が、IT を積極的に経営に取
り入れ、経営再建に成功。タクシー業界全体の課題をコールセンター業務と考え、２

０１６年にＩＴ企業・電脳交通社を立ち上げ、クラウド型のタクシー配車システムを

開発。

同社の配車システムでは、クラウド上で車両の情報を一括管理することによりタク

シー事業者の配車業務を効率化し、タクシー車両に取り付けたタブレット上の地図情

報等により運行をサポートする。

タクシー事業者は、それぞれの事情にあわせ、配車業務をアウトソーシングするこ

とにより経営コストを削減することができる。

タクシーの配車業務は、無線配車が主流で、無線の基地局がカバーするエリア内の

タクシーにしか、配車指示を出すことができず、営業範囲が限られている。一方、同

社の配車システムは、IP技術を使用しているため、場所の制限なく配車指示を出すこ

とができる。また、GPSを使ってタクシー全車両の位置情報を確認することができるの

で、迎車依頼の旅客に対し、最適な車両をマッチングすることができる。さらに、タ

クシー車両に設置されたタブレットへ、迎車依頼のお客様情報を送ることができ、ド

ライバーは正確かつ最適なルートでお客様を迎えに行くことができる。

現在、同システムを利用するタクシー会社が順調に増えており、徳島のほか、岡山、

福岡にもコールセンターを開設し、１０都府県で展開している。
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（株）電脳交通提供資料から引用


